
 
 

第 48回公立大学法人島根県立大学経営委員会議事要旨 

（平成 28年度 第 3回） 

 

・日 時 平成 28年 8月 31 日（水） 13:50～15:25 

・場 所 本部棟 2階 会議室 

・出席者 本田雄一理事長、久保田章市委員、室崎富恵委員、小池律雄副理事長、 

荒木恭司理事、岩谷百合雄理事、平下洋子理事、赤坂一念理事、 

山下一也理事、岸本強理事 

    【陪席：𠮷本晃司監事、田上尚志監事】 

 

 

○第 47 回公立大学法人島根県立大学経営委員会の議事要旨の確認 

 

○会議の非公開について 

 

《審議事項》 

（１）理事長候補者の推薦について 

事務局から、理事長選考会議議長より経営委員会に対し理事長候補者の推薦要請

があったことについての報告、また、経営委員会における理事長候補者の推薦手続及

び関係規程について資料（略）により説明があり、経営委員会における理事長候補者

の推薦手続について原案どおり承認された。 

 

（２）公立大学法人島根県立大学物品管理規程の改正及び公立大学法人島根県立大学に

おける公的研究費で取得した換金性の高い物品の取扱要領の制定について 

   事務局から、公立大学法人島根県立大学物品管理規程の改正及び公立大学法人島

根県立大学における公的研究費で取得した換金性の高い物品の取扱要領の制定につ

いて資料（略）により説明があり、原案どおり承認された。 

 

（３）「島根県立大学短期大学部における公正な研究活動の推進及び公的研究費等の取

扱いに関する規程」の改正について 

（４）「島根県立大学短期大学部における研究活動上の不正行為及び公的研究費等の不

正使用への対応に関する規程」の廃止及び「島根県立大学短期大学部における研究

活動上の不正への調査及び対応に関する規程」の新設について 

事務局から、「島根県立大学短期大学部における公正な研究活動の推進及び公的

研究費等の取扱いに関する規程」の改正及び「島根県立大学短期大学部における研究

活動上の不正行為及び公的研究費等の不正使用への対応に関する規程」の廃止及び

「島根県立大学短期大学部における研究活動上の不正への調査及び対応に関する規

程」の新設についてについて資料（略）により説明があった。 

また、前回経営委員会の際に文部科学省に照会することとされていた事項につい



 
 

て事務局より照会結果が報告された。 

田上監事より、規程中の誓約書について、退職後一定期間は効力を有するように

すべきとの意見があり、事務局より文部科学省に対して照会・確認し、確認の上、大

きな変更が必要な場合は次回経営委員会で報告することとし、原案どおり承認され

た。 

 

（５）平成２９年度重点広報方針について 

事務局から、平成２９年度重点広報方針について資料（略）により説明があった。 

田上監事より、大学ホームページのサーバ容量及び統一テンプレート使用の可否

について質問があった。 

𠮷本監事より、「公立大学法人島根県立大学における広報活動の基本方針」につ

いても社会情勢等に合わせて改正すべきとの意見があり、事務局より、現時点で改正

は行わないが、今後の広報活動を進めていくうえで検討していく旨の回答があった。 

平成２９年度重点広報方針については、原案どおり承認された。 

 

（６）平成２８年度公立大学法人島根県立大学補正予算（第２号）について 

事務局から、平成２８年度公立大学法人島根県立大学補正予算（第２号）につい

て資料（略）により説明があり、原案どおり承認された。 

 

 

《報告事項》 

（１）「浜田キャンパス将来構想」にかかる検討の進め方について 

事務局から、「浜田キャンパス将来構想」にかかる検討の進め方について資料（略）

により報告があった。 

久保田委員より、検討の際に在学生に対して何故浜田キャンパスを目指したのか、

魅力がどこにあるのか等について調査を行い、学生の意見を把握・反映させるべきと

の意見があった。 

荒木理事より、問題点を把握したあと具体的にどのようにして目標を達成するか

を考えなければならないとの意見があった。 

室崎委員より、先進校視察をした際は経営委員会で視察結果を報告していただき

たいとの要望があった。また、サテライトキャンパスの設置について意見があり、久

保田委員から浜田駅 2階のテナント活用について要望があった。 

岩谷理事より、留学生支援に力を入れているが、支援するだけではなく、卒業し

た留学生に対して、現地に拠点を作り一定数の留学生を確保させたり、資金提供をさ

せるような仕組みが取れないかとの意見があった。 

平下理事より、広報を行う際に大学関係者だけで検討するのではなく、Ｕ・Ｉタ

ーン者等を活用し、地域の魅力や大学の魅力を発信するようにしてはどうかとの意見

があった。 

 


